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広告費の比率
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広告費の推移（日本）
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

ウ　放送産業のグローバル展開
ここまで述べてきた海外市場の状況や、国内における景気低迷を背景に、我が国の放送事業者各社は国内市場
に依存した事業形態からの脱却を図るため、様々な形態での海外展開を模索している。
本項ではそれら海外展開の主要モデルについて、事例を交えて次の2つの方向性で整理・分析した（図表1-2-
3-10）。一つは、コンテンツを軸に多メディア展開や異業種連携等を図る横軸の方向性であり、放送コンテンツ
の影響力を利用してビジネスの裾野やバリューチェーンを広げていくものである。もう一つは、展開国における
放送事業への関与度を高めていく方向性であり、番組販売という売切り型から、番組の制作協力、番組枠やチャ
ンネルの確保による編成権への関与、業務提携等による経営参画等へと深めていくものである。

日米およびアジア諸国のテレビ広告費とインターネット広告費の推移図表1-2-3-9

（出典）総務省「ICT産業のグローバル戦略等に関する調査研究」（平成25年）
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広告費の推移（アメリカ）
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第1部　特集　「スマートICT」の戦略的活用でいかに日本に元気と成長をもたらすか

ウ　放送産業のグローバル展開
ここまで述べてきた海外市場の状況や、国内における景気低迷を背景に、我が国の放送事業者各社は国内市場
に依存した事業形態からの脱却を図るため、様々な形態での海外展開を模索している。
本項ではそれら海外展開の主要モデルについて、事例を交えて次の2つの方向性で整理・分析した（図表1-2-
3-10）。一つは、コンテンツを軸に多メディア展開や異業種連携等を図る横軸の方向性であり、放送コンテンツ
の影響力を利用してビジネスの裾野やバリューチェーンを広げていくものである。もう一つは、展開国における
放送事業への関与度を高めていく方向性であり、番組販売という売切り型から、番組の制作協力、番組枠やチャ
ンネルの確保による編成権への関与、業務提携等による経営参画等へと深めていくものである。

日米およびアジア諸国のテレビ広告費とインターネット広告費の推移図表1-2-3-9
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アメリカのテレビ事情

• テレビ広告の減少＝テレビ局の広告収入の減少 
 → 有料ケーブルテレビ局の増加 
 → インターネット配信の増加 

!

• FCCのテレビ局周波数の削減案 
 → モバイル・ブロードバンドへの電波配分
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日本のテレビ事情

• 垂直統合型（⇔ 水平分散型） 
 → コンテンツの囲い込み 
 → 独自のオンデマンドシステム 

• TV番組の転送サービス → 著作権侵害 
例）まねきTV事件
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スマートTV

• アメリカ発 
 ✓ Netflix = ネットレンタル 
 ✓ Hulu = ネットでテレビ 

• イギリス発 
 ✓ BBC&ITV＋BT → Project Canvas  
 ✓ zeebox = ソーシャルメディア＋テレビ 

• スマホやタブレットと連携
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日本におけるスマートTV

• パナソニック「スマートビエラ」 
「放送番組及びコンテンツ一意性の確保に関するガイドライン」 
（地上放送事業者連絡会＋BS放送事業者連絡会）に抵触 
 → CM放映拒否 

• 情報通信法＝通信と放送の融合をめざす 
 → 法案提出見送り
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